
★平成１７年度一般会計決算額の概要

★　歳入（収入）の内訳
　（単位:千円、％）

＊平成１６年度決算額から減税補てん債の借り換え、８７，７００千円除いております。

★　歳入（収入）の推移

　　　　（単位:千円）
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★平成１７年度一般会計決算額の概要

★　歳出（支出）の内訳（目的別の状況）

　（単位:千円、％）

＊平成１６年度決算額から減税補てん債の借り換え、８７，７００千円除いております。

★　歳出（支出）の推移
　　　　（単位:千円）
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★　歳出（性質別）の内訳

　（単位:千円、％）

【各区分のおもな使途】

●人件費 ●扶助費

　　職員の給与や議員、委員の報酬など 　　各種医療費給付、児童手当、生活支援費など

●物件費 ●積立金

　　賃金や旅費、光熱水費、備品購入費、委託料など 　　各種基金（貯金）への積み立てなど

●維持補修費 ●公債費

　　施設の管理や修繕費など 　　町が支払う借金の返済金

●補助費 ●繰出金

　　補助金や病院の繰出金、バス運行経費、消防負担金 　　一般会計から特別会計に出すお金

　　介護老人保健施設の繰出金など 　　（下水道会計、簡易水道会計、国保事業会計など）

●普通建設事業

　　道路や施設の建設など

　　　　　　【支出額を町民一人当たりにすると　・・・・・・　８１９,０００円】

　　　　　　　　　　学校教育費・生涯学習の推進などに　教育費　・・・・・・・・

　　　　　　　　　　福祉の充実などに　　　　民生費　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　　　　産業の活性化などに　　 商工・農林業費　 ・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　　　　借金の返済などに　　　　公債費　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　　　　道路・住宅・除雪などに 　　　土木費　 ・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　　　　医療の充実・ゴミ処理などに　　衛生費　 ・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　　　　職員の給料・手当などに　　　総務費　 ・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　　　　消防・議会などに　　　 　消防費・議会費　 ・・・・・・・・・・・・

◆金額は、一般会計の決算額をを平成１８年４月１日現在の人口６，５３８人で計算しています。
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今金町１７年度

今金町１６年度

１６年度檜山管内平均

１６年度全国類似団体

　　【経常収支比率】
　　　　財政構造の弾力性（余裕）を示すもの。７０～８０％が望ましいとされている。
　　　　支出のうち人件費や物件費、公債費など、毎年必ず支払う経費を『経常的経費』と言う。
　　　　収入のうち町税や地方交付税など毎年常に入ってくる財源を『経常一般財源』と言う。
　　　　使い道が自由な経常一般財源から経常的経費に充てられる割合が経常収支比率となる。
　　　　比率が低い方が自由に使える資金が多いことになる。

　　【公債費負担比率】
　　　　公債費は借金の返済金である。
　　　　公債費に充てられた一般財源が、収入された一般財源の総額のどの程度の比率を
　　　占めているかを示す割合。
　　　　返済金が町の財政を圧迫していないかを示すもの。

　　【起債制限比率】
　　　　現在借りている借金が妥当かどうかを判断する数値。
　　　　この数値が２０％を超えると、新たな町債の発行が制限される。

　　【財政力指数】
　　　　地方公共団体の財政力を示す指数で、１００％に近く、あるいは１００％を超えるほど
　　　財政運営に余裕があるとされている。
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★各種基金（貯金）について　・・・

 　町もいざというときのために、貯金（基金積立）をしていますが、税収が急に落ち込んだり、

災害が発生したりした時に備えるものや、将来の大きな事業をするためのものや、利子を
財源に事業を支えるものなど、いろいろな目的をもって貯金をしています。

 　町では、交付税などの収入が伸び悩むなか、計画的で健全な財政運営を進めるために、でき

るかぎり『貯金』をしています。

①　財政調整基金 （単位:百万円）

②　減債基金 （単位:百万円）

③　特定目的基金 （単位:百万円）

各種基金（貯金）の推移　・・・・
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　　 災害の発生時による不時の支出の
  増加や経済不況による予期せぬ収入
　減などに対応する財源に充てるため、
　毎年積み立てている。
　　平成１７年度末現在高は、
　　    ４億２千７百万円となっています。

財政調整基金とは・・・
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　 町には地方債という、借金があります。
　 これを計画的に返済するために充てて
いる貯金です。
　 平成１７年度末現在高は、
　 　　　　５億７千万円となっています。

減債基金とは・・・

2,465

2,435

2,388

2,272

2,106

1,837

1,000 1,300 1,600 1,900 2,200 2,500 2,800

Ｈ12

Ｈ13

Ｈ14

Ｈ15

Ｈ16

Ｈ17

　 公共施設の整備や地域の活性化など、特
定の目的のために積み立てている基金です。
　 ・ふるさと創生基金
　 ・文庫基金
　 ・生活交通路線基金
　 ・公共施設整備基金
　 ・文化センター建設基金
　 ・野菜価格安定対策基金　　など
 平成１７年度末現在高は、
 　　　２４億６千５百万円となっています。

特定目的基金とは・・・



★地方債（借金）について　・・・

　町も一般家庭と同じように、道路整備や公共施設の建設といった大きな事業を行うときは、

借金（ローン）を組みます。これを地方債といい、国や銀行などから資金の融資を受けます。

　借金はしないことにこしたことはありませんが、公共施設などは将来の町民も利用することから、

税金を一度に一つの事業に充ててしまうと、その他の行政サービスに回す税金が減り、サービスの低下

を招きます。そこで、ローンの返済に将来の町民の税金を充て、税金の使い道の均衡を図ります。

（単位:百万円）

（単位:百万円）

（単位:百万円）

町の借金はどのくらいあるの？
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町ではなるべく将来の負担を少なくす
るため、償還金（返済）の一部を地方交
付税で補てんされる有利な借金の制度
を活用しています。
平成１７年度末で、
　　５７億２百万円となっています。

毎年どのくらい借金しているの？
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臨時財政対策債

臨時財政対策債は、普通交付税の振り
替わりの地方債ですので、あとで交付税
で補てんされる借金のことです。
それ以外の借金の種類については、
　 ・過疎対策事業債
　 ・辺地対策事業債
　 ・公営住宅建替事業債　　など
平成１７年度の借り入れは、
　　７億３千９百万円となっています。
　

毎年どのくらい返済しているの？
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毎年約７億３千万円～８億９千万円の返
済金となっている。
今後においては、減少する見込みとなって
おります。
平成１７年度返済金は、
元金で６億１千９百万円
利子で１億１千３百万円となっています。



★地方交付税収入額

　地方交付税とは・・・・

　全国の地方自治体は、それぞれ、人口や企業の数が異なっているため、地方自治体独自の

税収に大きな開きがあります。

　自治体ごとの税収の差をならし、どこでも標準的なサービスを提供するため、国の税金の一部を

地方自治体に配分されるものです。

　交付税の総額については、国税の五税（所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税）の一定割合と

されています。

普通交付税＝交付税総額の９４％、特別交付税＝交付税総額の６％

　今金町が必要なサービスを行うのに係わる経費を

　人口、面積などから算出した額

　今金町の標準的な税収入の一定割合により

　算出された額

　今金町の地方普通交付税の推移（臨時財政対策債含む）

基準財政需要額

基準財政収入額

今金町交付税の額　＝　基準財政需要額　－　基準財政収入額
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　近年の普通交付税については、算定の見直しや税
源移譲などが実施されており、毎年交付税額は減少
している状況であります。
　また、臨時財政対策債の創設により、町が自ら借金
をして一般財減を確保している状況でもあります。
  本町収入の約半分を占めている財源であるため、
その減少は町にとって大きな影響があります。

　国の税収が少ないため、これまでは国が借金を
して地方交付税を支払っていましたが、平成１３
年度からその借金を町が自ら借りるようにしてい
ます。
　ただし、その分は国が後で支払うこととなってお
ります。（平成１３年度～平成１８年度まで・・・）

臨時財政対策債とは・・・




